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要旨：本研究の目的は，皇學館大学教育学部 1 年生の行動体力（身長，体重，体脂肪率，握力，立ち幅
とび，長座体前屈，反復横とび，上体起こし，持久性体力）や生活習慣（身体活動：身体活動レベル，
歩数，座位時間，スクリーン視聴時間；食習慣：朝食摂取，質と量，規則性，嗜好品摂取；たばこ煙へ
の曝露環境），身体的・精神的健康状態，非認知能力（運動実践に対するセルフエフィカシー，スポー
ツや運動に対する興味・関心，やり遂げる力（GRIT: guts, resilience, initiative, and tenacity））の実態
について調査することとした．2019年入学生（男性：107名，女性：143名，合計250名）と2020年入学
生（男性：89名，女性：135名，合計224名）の合計474名が本研究に参加した．行動体力，生活習慣，
身体的・精神的健康状態，非認知能力は入学年度に有意な差は認められなかった．また，本学学生のこ
れらの項目は，歩数を除き，全国平均値と比べ同等，またはやや良好である傾向が見られた．

キーワード：行動体力，生活習慣，非認知機能，大学生

1．はじめに

近年，世界保健機関は全世界の死亡要因の第 4
位に身体不活動を挙げており1 )，身体活動量の高
い者は低い者と比べ，総死亡率やがん死亡率，心
血管疾患死亡率が低いとの報告がある2, 3 )．健康
の保持増進のためには，身体活動を増やすことま
たは身体不活動を減らすことが大切である．また，
身体活動を増やすことで，行動体力（筋力，持久
性体力など，行動の基礎となるもの．運動能力．
以下，体力と称する）が向上する．この体力も非
感染性疾患（生活習慣病）の発症や総死亡リスク
に独立した危険因子であることから4－7 )，健康の
保持増進のためには，身体活動を確保し，高い体
力を維持したい．

文部科学省の「平成30年度体力・運動能力調査」
によると，55歳以上男女の合計点が平成10年度を
100とすると，平成30年度は110と年々増加傾向に
ある一方で，若い世代（20歳～39歳）では横ばい
かまたは若干の低下傾向にある8 )．この年代の体
力・運動能力が低下している原因は，運動習慣を
持つ者が減っていることや身体活動量が減ってい

る（身体不活動が増えている）からだと考えられ
る．実際に，厚生労働省が実施している調査の

「平成30年度国民健康・栄養調査の結果の概要」
では，「 1 回30分以上の運動を，週 2 回以上実施し，
1 年以上持続している」ことを運動習慣があると
定義し，運動習慣を持つ者は，男性31.8％，女性
で25.5％であり9 )，健康日本21（第二次）で定め
られた目標値（20～64歳の男性で36％，女性で
33％）に満たない上，28年度（男性35.1％，女性
27.4％）や29年度（男性35.9％，女性28.6％）の
値と比較しても男女ともに減少している10)．また
スポーツ庁令和元年度の「スポーツの実施状況に
関する世論調査」では，成人のスポーツ実施率を
週 1 回以上が65％程度，週 3 日以上が30％程度と
なるように目標値を設定しているが，運動実施率

（週 1 日以上）は53.6％，週 3 日以上は27.0％と，
目標値に達していない11)．身体活動量の一指標で
もある歩数も，健康日本21の日常生活における歩
数の目標値（20～64歳男性が9,000歩，女性が
8,500歩）に満たないだけでなく，平成26年度の
20歳～29歳男性が8,015歩，女性が7,028歩であっ
たのに対して，平成30年度の20歳～29歳男性は
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7,913歩，女性は6,772歩と減少している9 )．
スポーツ庁が平成30年度「スポーツの実施状況

等に関する世論調査」を実施した結果，日本国民
がスポーツを実施している理由が明らかとなり，

「健康のため」が77.9％と最も多く，次いで「体
力増進・維持のため」（58.3％）であったことか
ら12)，日本国民の健康意識は高いものと思われる．
しかしながら，令和元年度の「スポーツの実施状
況に関する世論調査では成人の週 1 日以上のス
ポーツ実施率は53.6％（前年度55.1％）であり，
年代別の運動実施率（週 1 日以上）は，18・19歳
では平成31年度が63.0％，令和元年度が52.2％と
前年度から10.8ポイントの減少，20歳代では平成
30年度が50.1％，令和元年度が45.7％と4.4ポイ
ント減少している．週 3 日以上スポーツを実施し
ている者においても18・19歳では，平成30年度が
33.1％，令和元年度が25.5％と7.6ポイント減少
している．とくに20歳代は30歳代（週 3 日以上の
実施者：令和元年度17.5％）に次いで18.9％と低
い値であった11)．

小学校から高校では体育の授業は必須であり，
授業内で運動・身体活動をある程度確保できてい
る（確保する機会が有る）．一方で大学は，1991
年の大学設置基準の大綱化により，体育実技の履
修は任意（選択科目）であったり，授業が開設さ
れていても，時間数も少なかったりするようであ
る（週 1 コマ90分程度）．本学においても全学部
共通科目（教養科目）に「スポーツ」という体育
実技の授業が開設されているが，卒業要件に必修
の科目ではなく，選択科目となっている．体育実
技の授業が教員免許などの資格取得に関わらない
単なる選択科目となっている場合は，運動が得
意・好きである者のみが履修している可能性があ
り，運動が苦手・嫌いと感じている学生は履修を
しなくなり，正課内（授業内）での身体活動が減
る．体育実技の授業が非開講ともなれば，身体活
動を確保するためには，学生自身が正課外（部活
動やサークル活動，学外のスポーツクラブに通う
など）で自主的にスポーツ・運動をする必要があ
り，スポーツ・運動実践のハードルは高くなり，
より一層，身体活動が減りやすい状況にあると言
える．この授業カリキュラム（学びの環境）が体

力低下を招いていると考えられる．なお，Wang
らによると大学新入生における運動不足感と体力
及び運動習慣の関連について報告しており，運動
不足を感じている学生は男子が74.0％，女子が
87.6％存在し，体育授業以外に週 1 日以上の運動
をしている学生は男子が61.0％，女子が33.1％で
あったことや運動不足感を持たない学生群のほう
が運動不足感を持つ学生群と比べて体力測定結果
が高かった13)．したがって，運動不足感を抱いて
いる学生や運動習慣を持たない大学生を中心に，
如何に運動実践へと導いていくかについて検討
し，対策を講じなければならない．高等学校（全
日制・定時制）卒業者に占める54.8％（過半数以
上）が大学・短期大学へ進学していることから14)，
日本人の全18～20歳代の身体活動量を増やし，体
力を向上させるには，大学（高等）教育，なかで
も大学の体育授業が担う役割は大きいといえよ
う．また，若い頃の運動習慣や体力はその時の健
康に関わるだけでなく，将来の運動習慣や体力・
健康に対し，相互に作用することや持ち越し効果
があるとの報告があること15,16)，加齢に伴う体力
の生理的な減少・低下を考えると，将来の高い生
活の質・生きがいを確保するためには，若いうち
に高い体力を保持しておくことが望ましい．さら
には，子どもの運動実践・運動習慣は親の影響を
受け，身体活動が活発な親や運動・スポーツに理
解のある親の子どもほど運動実践・運動習慣を有
していたり，身体活動量や体力が高い傾向にあ
る17,18)．これから親になる大学生に対し，大学の
授業内で身体活動・運動の必要性を理解させ，早
くから高い身体活動量を確保させておく（運動を
習慣化させておく）ことが，その子どもならびに
将来の日本人の身体活動量や体力の向上，健康の
保持増進に寄与するものと考えられる．

皇學館大学教育学部では，2019年度入学生より
入学時導入教育プログラム（授業名：初年次ゼミ）
において，体力測定や生活習慣などの実態調査を
おこなっている．この実態調査の目的は，学生に
おいては，自身のこの測定・調査結果を客観的に
把握することで，健康的でよりよい学生生活を送
るための資料とすること，教育学部教職員におい
ては，全国平均値と比較しながら本学学生の体力，
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表 1 「特別支援教育の基礎」のカリキュラム（令和 2年度オンデマンド版）



生活習慣等の状況や特徴を把握し，その状況に応
じたよりよい教育（おもに健康に関わる体育教育
や健康教育）や学生生活支援の提供に努めるため
の基礎資料を得ることにある．そこで本研究で
は，2019年度と2020年度学生の行動体力，生活習
慣，非認知能力を全国値と比較し，これらの水準
を明らかにすることとした．

2．方 法

（1）対象者
皇學館大学教育学部に入学した大学 1 年生474

名（2019年度学生250名，うち，男子学生107名，
女子学生143名；2020年度学生224名，うち男子学
生89名，女子学生135名）を対象とした．

（2）調査・項目と方法
①行動体力（形態）

身長は測定器具を使用せず（実測せず），0.1㎝
単位で自己申告してもらった．体重は体重・体組
成計（HBF-701，タニタ社製）を用いて0.1㎏単
位で測定した．体脂肪率は0.1％単位で測定した．
なお，体重・体組成計測の際，着衣分の重量は差
し引いていないが，できるだけ軽装（Ｔシャツ，
ハーフパンツ）になるように指示した．この体
重・体組成計はバイオインピーダンス法を測定原
理として体脂肪率を計測している．
②行動体力（機能)／体力テスト

体力テストの項目は握力，立ち幅とび，長座体
前屈，反復横とび，上体起こしとし，文部科学省
の新体力テスト実施要項（12～19歳対象）に準拠
して行った17)．

握力はデジタル握力計（T.K.K.5401，竹井機器
工業社製）を用いて，左右交互に 2 回ずつ0.1㎏
単位で測定し，左右それぞれ最も高い値を採用
した．

立ち幅とびは体育実技の授業で使用される体操
マット（長さ250㎝程度，厚さ 6 ㎝程度）を縦に
2 枚並べて敷き，マット短辺側 1m 手前に踏み切
り位置を示すラインテープを床に貼り， 1 ㎝単位
で跳躍距離（ラインテープ前端から踵までの直線
距離）を測定した．2 回の試技のうち最も高い値

を採用した．
長座体前屈は，長座体前屈計（T.K.K.5412，竹

井機器工業社製）を用いて，0.1㎝単位で測定した．
2 回の試技のうち最も高い値を採用した．
反復横とびは，20秒間に白線を跨いだ（または

踏んだ）回数を記録した．試技は原則 1 回（滑っ
てうまく測定できなかった場合などに限って，希
望する者は 2 回実施し，良いほうの値を採用した）
とし，その値を採用した．

上体起こしは，30秒間で上体を起こした数を計
測した．試技は 1 回とし，その値を採用した．な
お，2019年12月末より新型コロナウィルス感染症
が拡大したため，その感染予防のために2020年度
学生の上体起こしは，自宅での自主測定とした．
その際，測定方法と記録方法等を記載した用紙を
配布し，被験者間での測定誤差ができる限り小さ
くなるよう努めた．

形態および体力テストの実施時期は2019年度学
生は 4 月であったが，2020年度学生は新型コロナ
ウィルスの影響によって授業開始が遅れたため 7
月であった．形態および体力テストは体育館（屋
内）で実施した．

全身持久性体力については，田中らによって開
発された全身持久性体力の簡易評価のための質問
紙を用いた20)．本質問紙を作成した田中らによっ
て，大集団の中から全身持久性体力の優劣をスク
リーニングでき，メディカルチェックにおける全
身持久性体力のおおよその把握ができる簡易テス
トとして，高い実用可能性と精度（直接法との相
関係数：r＝0.6～0.78）が確認されている．なお，
この質問紙調査は最大酸素摂取量が推定できるも
のである．
③生活習慣と健康状態について

生活習慣と健康状態については，質問紙法を用
いて調査した．生活習慣の調査項目は，身体活動
を把握するものとして， 1 日の平均歩数， 1 日の
平均座位時間，1 日の平均ディスプレイ（テレビ
やパーソナルコンピュータ，スマートフォンなど）
視聴時間，身体活動レベル，運動実践状況（運動
習慣）を，食事・食習慣については，朝食の週当
たりの摂取頻度や規則性，質や量，嗜好品の摂取
状況について，この他にたばこ煙の曝露環境とし
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た．健康状態については，身体的健康度と精神的
健康度についてたずねた．以下，各項目の調査内
容と調査（回答）方法について記す．

1 日の平均歩数， 1 日の平均座位時間， 1 日の
平均ディスプレイ視聴時間は，自己申告しても
らった．平均歩数はスマートフォン等に付属して
いる歩数計や健康アプリケーションのデータを参
照してもらうように促した．

運動実践状況は，現在実践している運動・スポー
ツ種目や様式と週当たりの実践頻度，実践 1 回当
たりの時間数について回答してもらった．

身体活動レベルは，健康な日本人成人（20～59
歳）を対象に，エネルギー消費量と推定基礎代謝
量から求めた Ishikawa らの先行研究を用いた21)．
学生には，これに示されている 3 つの身体活動レ
ベル（低い，ふつう，高い）から該当するレベル
1 つを選択してもらった．なお，身体活動レベル
の調査は2020年度学生のみ実施した．

体育会系クラブや競技団体に所属している，ま
たは体育会系クラブ・競技団体以外の運動実践状
況について，主な運動・スポーツ名とその内容，
活動頻度，時間数，活動強度について自己申告し
てもらった．

食事については，朝食摂取の頻度（回答肢：食
べない，あまり食べない，時々食べる，毎日食べ
る），食事を摂る時間帯の規則性（不規則，どち
らかといえば不規則，どちらかといえば規則的，
規則的），食事の質と量への関心（全く気にしない，
あまり気にしない，少し気にする，とても気にす
る），嗜好品の摂取頻度（よく飲む・食べる，時々
飲む・食べる，あまり飲まない・食べない，ほと
んど飲まない・食べない）の計 4 項目についてた
ずねた．

たばこ煙の曝露環境については，たばこの煙を
よく吸い込むか（よく吸い込む，時々吸い込む，
あまり吸い込まない，ほとんど吸い込まない）に
ついてたずねた．

健康状態については，身体的健康度と精神的健
康度のそれぞれについて，非常に良い，良い，ど
ちらでもない，悪い，非常に悪い，のいずれかを
選択・回答してもらった．

④非認知能力
スポーツや運動に対する自信に関する調査で

は，岡らが開発した運動セルフエフィカシー質問
紙調査を用いた 22)．この質問紙調査は，肉体的疲
労，精神的ストレス，時間のなさ，非日常的生活，
悪天候の5項目で構成されており，対象者は「まっ
たく自信がない（得点 1 ）」から「絶対に自信が
ある（得点 5 ）」の 5 段階から回答し，尺度得点
化（最高25点から最低 5 点）することで評定する
ものである．スポーツ・運動への関心については，
スポーツ・運動をすることの好き嫌い，スポーツ・
運動を見ることの好き嫌い，スポーツ・運動する
ことの好き嫌い（とても嫌い，嫌い，どちらでも
ない，好き，とても好き），スポーツ・運動をす
る意義，学校における体育教育の意義（全く感じ
ない，あまり感じない，どちらでもない，ある，
おおいにある）についてたずねた．

やり遂げる力・あきらめない心的態度（GRIT）
は，日本語版 GRIT 尺度を用いた 23)．この質問紙
調査は，12項目の質問で構成されており，それぞ
れ「当てはまらない（得点1）」から「当てはまる

（得点 5 ）」の 5 段階から回答し，尺度得点化と平
均化（総得点：最高60点から最低12点，平均得点：
最高 5 点から最低 1 点）するものである．なお，
この GRIT とは，長期的な目標達成のための忍耐
もしくは根気と情熱であると定義され，知能指数
とは関連しない，成功や達成の個人目標であると
されている24)．なお，この GRIT 調査は2020年度
学生のみ実施した．

（3）統計処理
形態と体力テスト，身体活動（歩数，座位時間，

ディスプレイ視聴時間），非認知能力（運動セル
フエフィカシー得点，GRIT 得点）の結果は平均
値±標準偏差で示した．これらの2019年度学生と
2020年度学生の差の検討には，身長や体重などの
連続変数については対応のない t 検定を，朝食の
摂取状況など回答数（比率）の差の検定にはχ2

検定を用いた．また，本学学生と全国値との比較
には，形態および体力テストについては，文部科
学省が調査した「新体力テスト年齢別テストの結
果」で報告されている18歳または近似する年代の
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数値を25)，または「新・日本人の体力標準値Ⅱ」
を26)，歩数は厚生労働省の平成30年度「国民健康・
栄養調査」を 9 )，座位時間は Bauman A et alの先
行研究を27)，ディスプレイ視聴時間は石井らの先
行研究を28)，運動セルフエフィカシーは岡らの先
行研究を22)，GRIT は竹橋らの先行研究の報告値
を用い23)，全国値を母集団の平均とし， 1 サンプ
ルの t 検定（Ｚ検定）を施した．運動習慣の割合
についてはスポーツ庁の令和元年度「スポーツの
実施状況に関する世論調査｣ 11)と厚生労働省の「平
成30年度国民健康・栄養調査の結果の概要」を 9 )，
朝食の欠食率は厚生労働省の「平成30年度国民健
康・栄養調査の結果の概要」を用い 9 )，母比率に
ついてのＺ検定を施した．

生活習慣の項目（身体活動レベル，運動習慣，
朝食摂取，食事を摂る時間帯の規則性，食事の質
と量への関心，嗜好品の摂取，たばこの煙をよく
吸いこむか，身体的健康度，精神的健康度）は，
各質問項目の回答数と割合を示した．いずれの解
析も統計解析ソフト（SPSS24.0, IBM社製）を用い，
統計的な有意水準は 5 ％とした．

（4）倫理的配慮
本研究は皇學館大学研究委員会の承認を得て実

施した．また，対象者には研究の内容と個人情報
の保護について口頭及び書面にて説明をおこな
い，同意を得たうえで実施した．

3．結 果

（1）本学学生の年度比較（2019年度と2020年度
の比較）

①形態および体力テスト
形態及び体力テストの結果は表 1 に示した．

2019年度学生と2020年度学生を男女別に比較し
た．その結果，2019年度と2020年度に有意な差が
認められた項目は，女子学生の体重，体脂肪率，
長座体前屈であった．体重は2019年度女子学生の
ほうが2020年度女子学生よりも2.1㎏大きく，同
様に体脂肪率も1.1ポイント大きかった．長座体
前屈は2019年度女子学生のほうが3.1㎝有意に小
さかった．
②生活習慣と健康状態

生活習慣と健康状態については表 2 と表 3 に示
した．入学年度で有意差が認められた項目は，男
女ともに 1 日の平均ディスプレイ視聴時間であ
り，2020年度より2019年度学生のほうが有意に短
かった（男子：0.9時間差，女子： 1 時間差）．ま
た， 1 日の平均座位時間は，2019年度男子学生よ
りも2020年度男子学生のほうが有意に長かった

（0.6時間差）．
③非認知能力

運動セルフエフィカシーと運動・スポーツへの
関心については表 4 に示した．合計得点の平均値
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表 1 学生の身体的特徴（形態）と体力測定結果



は2019年度男子学生が14.8±4.3点，女子学生が
11.7±4.8点，2020年度男子学生が15.3±5.1点，
女子学生が11.5±4.2点であり，入学年度に有意
な差はなかった．スポーツ・運動への関心につい
ては，入学年度に差は認められなかった．

GRIT 調査については表 5 に示したが，2019年
度は GRIT の調査を行なっていない．なお，GRIT
の合計得点の平均値は男子学生が3.39±0.49点，
女子学生が3.38±0.36点，全体が3.39±0.42点で
あり，男女間に有意な差はなかった．
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表 2 生活習慣（身体活動レベル，朝食，喫煙，健康度）の調査結果



（2）本学学生の平均値と全国平均値との比較
①形態および体力テスト

形態および体力テストの結果は表 1 に示した．
男女ともに，本学生の身長および体重は，全国平
均値と比べ，有意に大きかった．また，全国平均
値と比べ有意に良好な値が認められた項目は，男
子学生においては，反復横とび，上体起こしであ
り，女子学生においては，反復横とび，上体起こ
しであった．両年度の女子学生の全身持久性体力
が，また2019年度女子学生の長座体前屈が全国平
均値と比べ有意に低かった．
②生活習慣と健康状態

生活習慣と健康状態の結果は表 2 と表 3 に示し
た．以下に特筆すべき結果を挙げる．
ａ）歩数

2019年度男子学生の 1 日の平均歩数が6583±
4013歩/日，女子学生が5946±3324歩/日，2020年
度男子学生が6446±4606歩/日，女子学生が5578
±2369歩/日と,ともに全国平均値(男性7904歩/日，
女性6711歩/日）よりも有意に少なかった．
ｂ）座位時間とディスプレイ視聴時間

座位時間とディスプレイ視聴時間は，2019年・
2020年度学生ともに全国平均値（座位時間：7.0
時間/日，ディスプレイ視聴時間：2.0時間/日）
との間に有意な差は認められなかったが，2020年
度学生のディスプレイ視聴時間（4.5時間/日）が，
全国平均値よりも 2 倍以上長かった．
ｃ）運動実践・運動習慣

2019年度学生のうち， 1 回30分以上の運動・ス
ポーツを週 1 回以上実践していると回答した者
は，全250名のうち109名（43.6％），週 2 回以上
実践していると回答した者は，全250名のうち98

名（39.2％）であった．2020年度学生は，全224
名のうち86名（38.4％）と72名（32.1％）であっ
た．運動習慣の割合についてはスポーツ庁令和元
年度の「スポーツの実施状況に関する世論調査｣ 11)

と比べると，本学学生の週 1 回以上の実践者の割
合は全国値（18・19歳：52.2％）よりも有意に少
なく，週 2 回以上の実践者の割合は，厚生労働省

「平成30年度国民健康・栄養調査の結果の概要」
の約30％という調査結果 9 )と比べると同程度であ
る傾向がみられた．
ｄ）朝食摂取

朝食を毎日食べる・時々食べると回答した学生は，
2019年度男子学生で86.9％，女子学生で91.5％，
2020年度男子学生で78.6％，女子学生で90.4％で
あった．厚生労働省の平成30年国民健康・栄養調
査では，20～29歳の男性の「欠食率」が31.8％，
女性が25.5％であり 9 )，農林水産省の食育に関す
る意識調査においては， 4 ～ 5 日は摂取すると回
答した20～39歳男性の割合は71.4％，女性は
73.2％であり30)，本学学生は全国値よりも良好な
結果であった．
ｅ）たばこ煙

たばこの煙をよく吸い込む・時々吸い込む（受
動喫煙がある）と回答した学生は20％弱存在した．
③非認知能力

運動セルフエフィカシーの結果は表4に，GRIT
の結果は表 5 に示した．
ａ）運動セルフエフィカシー

運動セルフエフィカシーの平均値は2019年度男
子学生が14.8±4.3点，女子学生が11.7±4.8点，
2020年度男子学生が15.3±5.1点，女子学生が
11.5±4.2点であり，岡らの先行研究 22)では運動
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表 3 生活習慣（身体活動量）の調査結果
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表 4 運動セルフエフィカシーとスポーツ・運動への関心に関する調査結果
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表 5 GRIT の調査結果



行動の変容段階が維持期の者における運動セルフ
エフィカシーは13.6±4.0点であり，それと比べ
て両年度の男子学生は有意に高かった．一方で女
子学生については，岡らの先行研究では運動行動
の変容段階が無関心期の者における運動セルフエ
フィカシーが7.7±3.1点，関心期の9.8±8.2点
と比べて，両年度とも有意に高かったが，維持期
の13.6±4.0点と比べると有意に低かった．

体育学部やスポーツ健康科学部ではない大学生
を対象に運動セルフエフィカシーを調査した研究
では，運動セルフエフィカシーは11点台から14点
台であり31－33)，本学の学生もこの範囲内にあった．
ｂ）GRIT

GRIT の平均値は，先行研究の3.09±0.44点23)

と比べ，2020年度学生（男子：3.39±0.49点，女
子：3.38±0.36点）のほうが有意に高かった．

考 察

（1）本学学生の年度比較（2019年度と2020年度
の比較）

1 回30分以上の運動・スポーツを週 1 回以上実
践していると回答した者は，2020年度学生よりも
2019年学生のほうが運動・スポーツを実践してい
る者の割合が有意に高かった．また，男女ともに
ディスプレイ視聴時間が2020年度より2019年度学
生のほうが有意に短く，座位時間は2019年度男子
学生よりも2020年度男子学生のほうが有意に長
かった．2020年度学生の調査時期は，新型コロナ
ウィルス感染拡大の予防のための緊急事態宣言

（自粛期間）明けの 7 月に実施した．入学までと
入学直後は自粛期間が続いていたことから，運
動・スポーツの実践頻度が少なく，ディスプレイ
視聴時間や座位時間の延長に影響した可能性が考
えられる．実際に，新型コロナウィルス感染拡大
下において学生の身体活動量が減少し，座位時間
が増えたという報告もある34)．

身体活動量の減少・座位行動など不活動時間の
増加は体力の低下や身体組成にも影響する．しか
しながら，2020年度女子学生のほうが，2019年度
女子学生と比べ，体重，体脂肪率，長座体前屈が
良好であった．この新型コロナウィルス禍の影響

による身体活動量の減少・不活動時間の増加が，
入学学生にどのような影響をもたらしていたか，
入学後にどのような影響をもたらすのかは，今後，
更なる検証が必要である．

（2）本学学生の平均値と全国平均値との比較
①形態および体力テスト

全国平均値と比べ有意に良好な値が認められた
体力テスト項目は，男子学生においては，反復横
とび，上体起こし，女子学生は，反復横とび，上
体起こしであった．両年度の女子入学生の全身持
久性体力が，また2019年度女子学生の長座体前屈
が全国平均値と比べ有意に低かった．2020年度学
生において，全国平均値と比べ有意に低い項目は
無かった．以上のことから，入学年度・項目に
よっては全国平均値よりも低値を示すものもあっ
たが，その項目数は少なく，良好である項目のほ
うが多いことから，本学学生は全国平均よりも体
力が高いことがうかがえる．学生の将来の健康の
ために，この体力を維持していけるような大学生
活を提供しなければならない．
②生活習慣と健康状態

歩数は両年度の男子・女子入学生ともに全国平
均値よりも有意に少なかった．座位時間とディス
プレイ視聴時間には，全国平均値との間に有意な
差は認められなかったが，2020年度学生のディス
プレイ視聴時間が，全国平均値よりも 2 倍以上長
かった．この身体活動量の低さが，とくに女子入
学生の全身持久性体力の低値に影響しているのか
もしれない．また，50～79歳を対象に自己報告に
よる座位時間と心臓血管系死亡との関連について
の報告があり，それには座位時間（テレビ視聴時
間）が 1 日 1 時間未満の者のハザード比を 1 とし
た時， 1 日 5 ～ 6 時間の者はハザード比が1.36，
7 時間以上の者は1.85と有意に高くなることが示
されている29)．本学学生の座位時間が 5 ～ 6 時間
超であり，全国値の 7 時間と差がなかったことか
ら，本学の学生は健康的な生活を送っている，身
体不活動時間は短いとは言えず，若いうちからこ
の状況が続けば，将来重篤な心臓血管系疾患を発
症する可能性が高くなるかもしれない．

また，本学学生の週1回以上の実践者の割合（運
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動習慣を持つ者の割合）は，スポーツ庁令和元年
度の「スポーツの実施状況に関する世論調査｣ 11)の
全国値（18・19歳：52.2％）と比べると有意に少
なく，週 2 回以上の実践者の割合となると，厚生
労働省「平成30年度国民健康・栄養調査の結果の
概要」の約30％という調査結果 9 )と比べると同程
度であった．週 1 回以上実践している学生の多く
は週 2 回以上実践しているようである．ただし，
週 1 回も実践していない学生が50％を超え，全国
値よりも大きい．学生の将来の健康のためには，
大学で，運動・スポーツ実践を促す対策や自ら身
体活動量を増やし，身体不活動を減らせる能力を
養う教育が必要であろう．

食事の質と量について，とても気にする・少し
気にすると回答した本学学生は，農林水産省の食
育に関する意識調査報告書で「栄養バランスを考
えて食事をする頻度｣ 30)や健康日本21（第二次）
の「適切な量と質の食事を取る者の増加」の現状
値 10)と同水準であったが，健康日本21（第二次）
では「適切な量と質の食事を取る者の増加」につ
いて目標値が80％に設定されていることから10)，
目標値には届いていない．本学学生は一人暮らし
よりも通学者が多いため，親のサポートを受けて
いるからか，食事の質や量が良好であると考えら
れる．一方で，一人暮らしになると食事の栄養素
の摂取バランスが悪くなりやすく，そのため食事
の質や量に関心を寄せているということも考えら
れる．本研究の調査を含め，これらの調査は，意
識について聞いており，実際に質の高い食事がで
きているかはわからないが，厚生労働省の平成30
年国民健康・栄養調査が報告する「欠食率｣ 9 )や
農林水産省の食育に関する意識調査 30)と比べて
も，本学学生は，毎日食べる・時々食べると回答
した者は全国値よりも良好な結果であったことか
ら，良好な食行動を取れている傾向が見られた．

たばこの煙をよく吸い込むかという質問に対
し，よく吸い込む・時々吸い込む（受動喫煙があ
る）と回答した学生は20％弱存在する．健康日本
21（第二次）では，受動喫煙の機会を有する者の
割合の現状値（平成28年）を報告しており，行政
機関で8.0％，医療機関で6.2％，職場で65.4％，
家庭で7.7％，飲食店で42.2％となっている10)．

大学生はおそらく，家庭内やアルバイト先の環境
が影響していると考えられる．中でも，家庭では
7.7％と低いことから，アルバイト先の職場や飲食
店の影響を強く受けているのかもしれない．学生
個人の意識・行動変容だけでなく，社会全体でた
ばこの煙のない環境を整えていかなければならな
い．
③非認知能力

体育学部やスポーツ健康科学部ではない大学生
を対象に運動セルフエフィカシーを調査した研究
では，運動セルフエフィカシー得点は11点台から
14点台であった31-33)．本学学生もこの範囲内に
あったことから，特別な集団ではないと考えられ
る．ただし，本学教育学部では，中・高保健体育
教員免許が取得でき，その免許の取得を目指す学
生に特化した入試制度（スポーツ推薦など）が設
定されている．この入試制度で入学してくる学生
が20人程度含まれる．他にも幼稚園・保育士資格
の取得を目指す学生に特化した入試制度もある．
入試制度別の詳細な分析をすることも，充実した
教育・学生生活の支援をする上で必要になるかも
しれない．

GRIT の平均値は先行研究の報告22)と比べ，本
学学生のほうが有意に高かった．なお，先行研究
では，年齢が高い者ほど GRIT 得点が高い傾向に
あることを報告している23,24)．ただし，加齢とと
もに GRIT 得点も高まるのか，高齢の世代のほう
が戦争等で厳しい時代を生きてきたことによって
GRIT を高くしている，世代間の差を反映してい
るとも考えられるとの指摘もある35)．今後は，ど
のような教育・学生生活を送れば GRIT が向上す
るのか， 4 年間の学生生活の中で GRIT が向上し
た学生は，どのような特徴や学生生活・経験を有
していたのか，縦断的な研究によって明らかにし，
教育方法や支援方法の改善につなげていきたい．

（3）研究の限界
本学生の行動体力は，全国平均と同等，項目に

よっては高い（良好）な水準を有していた．ただ
し，本学教育学部では中・高保健体育教員免許が
取得でき，その免許の取得を目指す学生に特化し
た入試制度（スポーツ推薦など）が設定されてお
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り，この入試制度で入学してくる学生が毎年20人
程度（全体の 1 割程度）含まれる．この学生の体
力は他の学生と比べて高いことが想定され，この
学生らの結果が，全体の平均値を押し上げた可能
性がある．しかしながら，本研究では入試制度別
に分けて分析できていない．

歩数についてはスマートフォンの歩数計アプリ
等を参考に自己申告するように促したが，スマー
トフォンを持っていない時は歩数がカウントされ
ないため， 1 日中装着して測定する歩数計や活動
量計に比べ誤差が大きくなる．他にも，測定・調
査の時間が限られているため，全身持久力性体力
や座位時間，ディスプレイ視聴時間なども実測を
伴わない質問紙調査法や自己申告による調査のた
め，学生自身が正確に把握できておらず，質問紙
調査法特有の誤差が含まれている．

本研究の調査内容・調査対象に近い先行研究や
調査結果の報告を全国値（比較対照）としたが，
この全国値は成人全体の平均値（中高年者のデー
タや男女別でないデータが含まれるなど）や10歳
刻みに層別した平均値であるなど，大学生や18・
19歳の値を代表していない項目もある．また，測
定・調査方法（使用機材，質問の文言など）が本
研究と異なる項目もある．

4．結 論

本学学生の行動体力および生活習慣，非認知能
力は，週 1 回以上の運動習慣を持つ者の割合や身
体活動量が全国値よりも低値だった以外は，全国
平均と同等，項目によっては高い（良好）な水準
を有していた．大学はこの水準を維持していくこ
とと運動習慣の定着や身体活動を促すような教
育・支援策を考えなければならない．学生の今後
の行動体力および生活習慣，非認知能力の変化は，
本学の教育・学生生活支援の質や 4 年間の学生生
活が反映すると考えられる．教育・学生生活支援
の詳細な質評価や教育内容の改善のためには， 4
年後に行動体力および生活習慣，非認知能力を再
調査し（ 4 年間追跡・観察し），これらの変化と
学生がどのような教育（授業）を受けてきたのか，
どのような学生生活を送ってきたのか，その関連

性についての縦断的な検証が必要である．
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Characteristics of physical fitness, life-style, and non-cognitive ability in
the first grade students of faculty of education, Kogakkan University

KATAYAMA Yasutomi・IWANAGA Shohei・KATO Jyunichi
KANO Toshifumi・SATO Takeru・NAKAMURA Tetsuo・YOSHIMOTO Takaya

OHKI Masato・ASAI Moeka

Abstract: The purpose of this study was to investigate the actual conditions of characteristics of physical
fitness (height, weight, %body fat, grip strength, standing long jump, sit-and-reach flexibility, side step,
sit-up, cardiorespiratory fitness), life-style (physical activity such as steps and physical activity level;
sitting time and screen time; eating habits such as frequently of breakfast intake, quantity and quality of
dietary, temporal regularity, and taking of non-essential luxury grocery items; passive smoking
environment), physical and mental health, and non-cognitive ability (exercise self-efficacy, interest in
sports and exercises, and power of passion and perseverance (GRIT: guts, resilience, initiative, and
tenacity)) in the first grade students of faculty of education, Kogakkan University. Four hundred and
seventy four students (250 students: 107 men and 143 women enrolled in 2019; 224 students: 89 men and
135 women enrolled in 2020) participated in this study. There was no difference in physical fitness, life-
style, and non-cognitive ability in years of admission. Physical fitness, life style, physical and mental health,
and non-cognitive ability in these students were equal to or slightly better than the national average
except for steps.

Keywords: physical fitness, life-style, non-cognitive ability, university students
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